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分権的経済 に よ る 地方公共財の供給 と 人 口移動
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1 はじめに

フ忙
でr 友 女同

様々な公 共財の供給において， 地方政府が大きな役割を果たしているのは， その利益が及ぶ、範囲が

地方に限られる公 共財が多いからである。 地方政府による公 共財の供給は地域住民の選好によりよく

合致するように供給できるという長所がある。 また， 多数の地方政府が併存し， それぞれ同種の公 共

財を供給しているときには， より効率的な財政運用を目 指して互いに競争が発生する。 そのような競

争は公 共財の供給をより効率的にする可能性が高い。 しかしながら， その公 共財を地方政府が供給す

るのが非効率的になる場合がある。
一般的に， 中央政府の介入が存在しない状況で地方政府による地方公 共財の供給がなされる状態

一以下， 分権的経済 と呼ぶことにするーがパレ ー ト最適にならない原因として， 地域間の非対称性，

ブ 一 リラ イダー 問題， そしてス ピ ルオーバーのような地域間の外部性が挙げられる。特に， 地方公 共

財が他地域にス ピ ルオーバーする場合には， 地方政府にその供給を任せると最適な供給量が得 ら れな

いために中央政府の介入が必要になると議 論されている。 Oa tes (1972） は， 地方公 共財の供給条件が

中央政府においても地方政府においても等しく， 各地方政府はそれぞ
、れの地域の住民にパレ ー ト最適

な供給ができるものと仮定すると， 各地方政府による分権的な供給の方が必ず社会厚生水準を高める

ことができるという分権化定理を主張しているo しかしながら， その公 共財に対して， 地域間の外部

効果が存在する場合には， 各地域政府の供給が過少になるために中央政府の介入（例 えば， ピ グ ー補

助金） によってその外部性を内部化することが必要であるとい う ことが提示されている。

一方， Myers (1990) ,  Well isch (1993） 等は地域間の所得移転に対して地方政府が課税政策を採用

することができる場合には， 地域間の競争によって決定される地方公 共財の供給水準がパレ ー ト最適

となることを示している。 彼らは， 地方政府が地方公 共財の供給の財源を地域内の住民に対する一括

所得税 と土地に対する固定資産税から調達し， その固定資産税を地域間の移転所得に対する規制手段
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として見なしている。 重要なのはOates (1972） の議 論とは異なってMyers (1990） 等は地方政府が地

域内に公 共財を供給するときには必ずそれが人口移動に与 える影響を考慮しなければならないと議 論

している。 そうすることによって， 地方政府は自分の地域内の住民の厚生を最大化することだけで外

部性を中央政府に介入がなくても内部化でき， パレ ー ト最適になるのである。

本稿の目的は， 2 地域からなる経済で供給される地方公 共財が互いに相手の地域にス ピ ルオーバー

する場合， 各地方政府がその公 共財を供給する際に人口の移動に与える影響を考慮したときと考慮し

てないときを想定し， その 2 つの政策から得られる均衡解をパレ ー ト最適な条件と比較することであ

る。 また， ス ピ ルオーバー効果が人口配分の最適解および 2 つの政策における均衡解にどのような影

響を与えるかを分析することである。

2 最適な資源配分

本稿では 2 地域 (i = l,2） からなる経済を想定する。 各住民はいずれかの地域に住まなければならな

いとするo すなわち， 両地域以外に住むことはないし， 両地域に同時に住むことができない。 経済全

体の人口を n ， 各地域の人口をそれぞれ ni, n2 とすると， 人口制約は， n ニ 仇 ＋ n2 である。 企業はそ

の地域に居住する労働者 と土地を生産要素にして消費財の生産を行う。両地域の土地供給量は一定で，

それぞれT とする。 各企業は生産活動に土地 Tを利用するが， 土地の雇用量が同じであるとし， 生産

関数に明示的にしないことにする。 つま り ， 地域 i の企業の生産関数は P(nよ （i= l,2） であ り ， 労働

に対する限界生産力 f�；（n；） は逓減すると仮定する。 ここで， fん（ ni） は生産関数の 加 に対する偏微分

である。 生産された消費財の一部は私的消費財 （xi） として消費され， 他の一部は公 共財 （gi） として消

費される。 さらに， 私的消費財と公 共財の限界変形率を MRT = l とする。 すなわち， gi は公 共財の供

給費用を意味する。

地域 1 の住民の効用は， u 1 = x1 十 v 1( G1), G1 三 g1 十 α'g2 で表す。地域 1 の住民は私的消費財 X1 と地方

公 共財 g1 を消費し， また他地域で供給される地方公 共財 g2 も利用できる とする。 α は地域 2 から地域

1 へ及ぼす地方公 共財のス ピ ルオーバー効果を表すパラメー タ である。 同じく地域 1 から地域 2 への

ス ピ ルオーバーを表すパラメー タ を β とする。 すると地域 2 の住民の効用は， u2 ニ X2 十 v2( Gz), Gz 三

βg1 十 g2 のように表すことができる。 ここで， 消費財の価格 は 1 とする。 また， 効用関数の性質 は

V るi > O, V �iGi く O とする。 本稿でのスピ ルオーバー効果は相互的な利益拡散lを意味する。 相互的な利

益拡散とは， 2 つの地域の間で拡散し合う利益が同種のものでなければならない。 たと えば， 地域 1

から地域 2 へ道路サー ビスが拡散し， 地域 2 から地域 1 へ図 書館サー ビ スが拡散しても相互的な利益

拡散とはいえない。

以上のことよ り ， 経済全体の資源制約は次のようになる。

f1(n1) + f2( n2) = n1x1 十 幻2X2 十 g1 + g2・

したがって， パレ ー ト最適な資源配分条件は次の条件から得られる。

1 米原淳七郎（ 1977)を参照
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maximize X1 ＋ が（g1 十 α＇［｝2)
(x,,x,,g,,g,,n,,n,) 

Xi + V 1(g1 ＋ α'[Jz) = xz+ v2(/3g1 + gz), 

/1( n1) + /2( nz) - n1X1 - nzxz - g1 - gzニ 0,

n = n1 + n2・

(1) 

(2) 

(3) 

すなわち， 政府はパレ ー ト最適な資源配分条件を求めるために（1), (2), (3）の条件の下で地域 1 の効用

を最大化するように X1,X2, g1 , gz, n1, nz を決定する。 （1）は地域間の効用水準が等しくなることを制約条

件にしたものである。 地域間の移動に費用がかからないとき， 住民は地域間の効用の差を縮めるよう

に移動を行うので地域間の効用は均等化する。 通常， ある地域の効用を一定にして， 他地域の住民の

効用を最大化したり， あるいは 2 つの地域の住民の効用水準からなる社会厚生関数を最大化する方法

があるが， いずれの場合も 2 つの地域の効用水準が必ずしも等しくならないのが一般的である2
0 (2）と

(3）はそれぞれ経済全体の資源制約と人口制約である。この問題から次のような最適化条件が得られる。

幻1 ・ vl 十 /3n2 · vr = l, (4) 

α幻1 ・ Vi 十 η2 · v! = l, (5) 

ft - Xi = ff12 - Xz・ （6)

ここで， v{, vHi = l, 2） はそれぞれ Gi, Gz に対する偏微分を意味している。 （4）と（5）は公 共財の供給に

おけるサ ミ ュ エルソ ン条件を満たしていることを意味している。 左辺は公 共財の社会的便益を表して

おり， 右辺はその限界費用を表している。 すなわち， 両辺が一致するときにサ ミ ュ エルソ ン条件が満

たされる。 また， （4), (5）から定まる gi, gz は次のような’性質を持っている。

og1 ag 「一一一 ＞ O _1_> 0  一立L > O.on1 ’ Oα ’ 3β 

� ＞ O  � ＞ O  _Q色 ＞ O.
onz ’ 3α ’ 3β 

(6）は最適な人口配分条件を示している。 地域 1 の人口が限界的に増 えると， ん ， － xi だけの資源が地

域 1 で増加する。 これは， 人口が限界的に増加すれば， 労働の限界生産性だけの生産物が増 えるが，

他方， 地域内での消費可能な私的消費財が ぬ だけ減少することを意味している。すなわち， fni L は

地域 i の労働の純社会的限性産物であり， 地域間でこれが等しくなるときまで人口移動が続くのであ

る。
d( u

1 - u
2) 最適な人口配分の解が安定的であれば， その人口水準の下で く O が成り立つ。 これはdn1 

ft - xi, f2ii2 ぬ が負であることを意味する。 したがって， （1), (2）から決まる め， h は人口の変化に

OX1 OXz '7 対してそれぞれ 一一く O 一一く 0 �；：なることが分かる。on1 ’ onz 

2 Flatt ers et al (1974） は こ の条件がパ レ ー ト 最適条件を満た し て い る こ と を指摘 し た 。
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3 分権的経済に よ る資源配分

本節では， 分権的経済 を考察することにする。 経済全体の人口 を n で一定とし， さらに ， 中央政府

の規制がない状況でそれぞれの地域では地方政府が公 共財 を供給しており， 同じ効用関数 をもっ住民

は高い効用水準 を享受できる地域に移動費用 をかけないで移動できると仮定する3
0 地域 i ( i ニ 1,2） の

企業の生産関数は前節で規定したものと同じであるとする。 地域 i の各住民は労働 1 単位 を所有して

おり， 地域内の企業に供給する。 ここで， 労働市場は競争的であるとする。 すなわち， 労働に対する

限界生産物が各個人の賃金率であり， 地域 j で労働者 に支払われる賃金総額は nふ， （ ni） となる。 ま

た， 労働と固定生産要素 を利用して生産 を行う企業の利潤がゼロと仮定すると， 生産物から賃金総額

を 除いた分が総地代 九 になる。 総地代はそれぞれの地域に住んでいる住民に均等に配分されるとす

る。 以上の仮定より， 地域 i ( i= l,2） の住民 1 人当りの所得は， 五三笠2_=ft＋＿＆＿ となる。 地方公 共財ni ni 

の生産の限界費用 を 1 とし， その供給費用 を地域内の住民が均等に負担するとすれば， 1 人当りの負

担額は 生 となる。 したが っ て， 住民の予算制約式は， 丘位二ぉ＋阜 のように表すことができる。ni ni 

よ っ て， 地方政府の資源制約式は，

Ji( ni) = niXi 十 gi (7) 

となる。 各地方政府はそれぞれの資源制約の下で地域内の住民の効用 を最大にするように資源配分 を

行う。 Oates (1972） は各地域の間で人口移動が起こらない状況 を想定し， 外部性が存在する場合には

分権的経済における公 共財の供給は過少になるため， 中央政府によ る 補助金が必要になるということ

を示した。 しかしながら， 人々は自分の効用 をより高く享受できる地域に移動しようとする。 Myers

(1990) ,  Wellisch (1993） は地域間の移動所得 を地方政府が政策的に調整できるならば， 人口移動 を

考慮することによっ て分権的経済の枠組みで、パレ ー ト最適 を達成できるということを示した。

本稿では， 地方政府が政策 を決定する際， 人口移動 を考慮した場合と考慮していない場合に分けて

分析することにする。 また， 移転所得に対する地方政府の政策は行わないものとする。

3 . 1  人口移動 を考慮 し て いない場合

各地方政府は政策 を 決定する段階では人口の移動 を考慮しないものとする。 すなわち， 所与の人口

nh= l,2） の下で住民の効用 を最大にするように公 共政策が計画される。その計画が実施された後， 人

口移動が起こ っ て， 長期的には両地域の効用水準が等しくなるとき均衡が達成される。 したが っ て，

地域 1 の地方政府の問題は次のように定式化される。

maximize Xi + v1 (g1 十 α·g2)

subject to 

/1( n1）＝ η1X1 + g1 

3 Myers (1997） は移動費用がかか る と き の分権経済を分析 し て い る 。
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地域 1 の地方政府は相手地域での公 共財 g2 の供給水準を所与として， 公 共財の供給水準を決定する。

地域 2 の地方政府も同 じ行動をする。 すなわち， 2 地域間の競争によるナッシュ 均衡解が各地域の公

共財の供給水準になる。 各地域の公 共財の最適供給条件は，

幻1 ・ vl(g1 ＋ α·g2) = l, 

n2 · v?(/3g1 十 g2) =1

(8) 

(9) 

である。ここで， 求めた解を他のパラメー タ は一定として人口だけの関数で表すと ふ， th であり， 間接

効用関数は，

_ f;( n ;) -[j;( n ,) Vi( n ；） 一 一 ＇ + v i( G;) n; 

となる。 これから，
dV1( n1) ＿�二三Lム … 1 _Q金

dn1 - n1 
1 U U I  On1 ' 

dV2( n2) _ f� － ぷ
η 

一 ーでアー主 ＋ f]v� ・τァ
2 n2 un2 

が得られる。 この式は人口が限界的に増 えたときの効用の変化を表している。 もし， ス ピ ルオーバ ー

効果が存在しない場合には， 両地域は対称的であるためパレ ー ト最適な資源配分の最適人口配分条件

と一致する。 すなわち， 分権的経済における各住民は移動するとき効用の高さだけに注目 し， 移動し

たときの労働の純社会的限界性産物には注意を払わなくても地域の対称性によってこれらが均等化さ

れるのである。 しかし， ス ピ ルオーバー効果が存在すると必ずしもそうではない。 住民の 自由な地域

間の移動によって達成される経済において， パレ ー ト最適な資源配分は達成できないのである。

3. 2 人口移動 を考慮 し た場合

ここでは， 各地方政府が政策を決定する段階で人口移動を考慮するとする。 各地方政府は相手の地

方政府の政策を所与として 自 分の政策を決定する。 また， 決定された政策が地域間の人口移動に及ぼ

す影響を認識しているとす る 。これは， 効用均等化条件 が（.）＝ uz（.） が地方政府の最大化問題に重要な

制約として含まれることを意味する。 つまり， 地域 1 の地方政府の問題は，

maximize x1 ＋ が（g1 ＋ α·g2)

subject to 

/1( η1) = n1X1 + g1, 

Xi 十 v 1(g1 ＋ α·g2） ニ ヱ2+ v2(/3g1 + g2) 

である。 まず， n2 ＝ η － ni であるので効用均等化条件より，

d( u
1 - u

2) 
d ＝一 U1

n 1 一 ぬ） 十一 （ん － xz） 三 Nn1 n1 n2 
）

 
OH
U
 
唱EEA（

 
が得られる。 ここで， N は N= ulin1 十 U�2n2 を表しているo uみ は地域 i での人口が変化したときの

効用の変化である。 地域内の人口が限界的に増加すると限界生産力の分だけ消費財が増 えるため， 既

戸存の住民の消費量は 」L だけ増加する。 一方， 限界的に増 えた住民が同 じ消費財を消費するためには
γZ; 
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既存の住民がいくらかの消費を犠牲にしなければならない。 つまり， u�.げむ は既存の住民が享受で き る

消費財の増加分 Pn1 と既存の住民が犠牲にしなければならない消費財の減少分 ぁ の差を効用 で評価

したものであると考えられる。

また， 効用均等化の条件より，

つ.. ＋十 βu� － u �
主竺L= l'tl (ID og1 

とい う 関係が得られる。人口移動に対する均衡解が安定になるためには N の符号が負にならなければ

d( u 1 - u2) _ まらない ， ム - N < O。Stiglitz (1977） 等によれば， 地域内の人口規模が小さいときにその解
u，•ι1 

が不安定になる。 本稿では， 均衡解が安定的であるときのみを考 えることにする。 すなわち， 均衡で

の N は負である。 以上より， 地方政府の問題の 1階条件は，

1 · ov i A札 口一一一十 U i＋一一・一ームニ O
ni  on i ogi V 

となり， （10), (IDより両地域における公 共財の最適な供給条件が次のよ う に得られる。

n1 v� + ,Bn2v� ・会弓L= l,
J n2 - .L2 

n2V� 十 an1v� 争二手＝ l.
J n1 - xi 

叫川岬

伯引町

内HHF

hHU「

ここで， f2ii2 - x2 =f},,1 - x1 であれば， すなわち， 均衡での両地域における労働の純社会的限界生産物が

等しくなると， このよ う な政策はパレ ー ト最適なものとなるので， 中央政府が介入する必要はなくな

る。 実際， Myers (1990）は地域間で所得移転が存在する場合には， 各地方政府の所得移転に対する適

切な規制政策によって f7z 2 -x2 =／� 1 -XI とすることができるため， 分権的経済がパレ ー ト最適な条件

を満たすとい う ことを議 論している。特に， Wellich (1993） は地域の間でス ピ ルオーバー効果が存在

するときでもパレ ー ト最適条件を満たし， 中央政府の介入の必要性を否定している。 しかしながら，

本稿では所得移転に対する地方政府の規制政策は考慮してないために必ずしもパレ ー ト最適条件を満

たしているとはい えない。 一般的に， 分権的経済における各住民は効用水準だけに注目 して移動を行

う ためにその均衡での人口水準の下で， 両地域の労働の純社会的限界生産物が一致するとい う 保証は

ないのである。 （12), (13）より， もし均衡での両地域の労働の純社会的限界生産物が異なる場合は， それ

が高い地域における公 共財の供給水準はパレ ー ト最適な供給水準より高くなり， 低い地域では過少 と

なることが分かる。

4 ス ピルオ ーバー効果 と 人 口移動

本節では， 地方公 共財のスピ ルオーバ ー効果が各政策における人口配分にどのよ う な影響を与える

のかを分析する。 分析の結果を明示的にするためにそれぞれの関数を次のよ う に特定化することにす

る。

まず， 効用関数と生産関数をそれぞれ以下のよ う な 2 次の関数に特定化する。
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(g1 ＋ αの）2
u 1 = x1 +P(g1 十 α·gz) - 2 

（β血 ＋ g2)2
u2= x2 十p(f3g1 + g2) - 2 

/1( n1) = rn1 -4, 
戸（ n2) = rn2 一

千

簡単化のために各ノ fラメータを次のように指定する。 まず， 経済全体の総人口を η ＝ 10 とする。 そし

て， p， γ はその限界効用と限界生産性が負にならようにする。 ここでは， それぞれ総人口に等しく p

したがって， 各地域の総地代は R1 ＝千 R2＝学 になることがわかるo

以上のことから， 最適な資源配分の場合の最大化条件を求めると，

n1(p -g1 一 α·g2） ＋ 向2(p - f3g1 - g2) = 1, 

αη1(p - g1 一 α·g2) + n2(P - f3g1 ー の）＝ l,

X1 + v 1(g1 ＋ α·g2) = x2+ v2(f]g1 十 g2)

/1（ η1) +  /2( η2） ニ n1x1 + n2x2 + g1 + g2, 

/1 1 - Xl ニf;2 - x2

のようになる。 （14), (15）は公 共財の供給に関するサ ミ ュ エル ソ ンの条件を表している。 （16), (17), (18）はそ

れぞれ効用均等化条件， 経済全体の資源制約， そして最適な人口配分の条件式である。 これらの条件

から所与の ι β の下での最適解 九 九 g1, g2 が求められる。 図 1 は α＝ 0.5，β ＝ 0.5 のときの最適人口

配分を描いたものである。 縦軸にそれぞれの地域の労働の純社会的限界生産物が， 横軸には左端から

地域 1 の人口が， 右端から地域 2 の人口が測られており， また横軸の長さは総人口数を示している。

地域 1 の労働の純社会的生産物は点線で描かれている。 両地域からの ス ピ ルオーバー効果が同一であ

2 つの地域は対称的であるため， 人口配分の均衡解はち ょ うど半分になる 5 で決まる。

た， そのときの公 共財の供給水準も両地域で一致することがわかる。

次に， 人口移動を考虚していない分権経済の場合の最大化条件は，

幻1(P 一 白 一 αg2) = l,

n2(p - f3g1 - g2) = 1, 

(14) 

(15) 

(16) 

(17) 

ω 

ニ 10, r = lO とする。

ま

(19) 

(20) 

るときは，

抗日却
。，b
’’z・、、

γZ1 01 x1 ＝ γ －τ－
－；；；’ 

n? O? ヱ2
＝ γ －τ－

－；；；

である。 もしス ピ ルオーバー効果がないとき （α＝ /3 = 0） はパレ ー ト最適な配分の結果と一致する。 人

口配分の均衡解は半分になる 5 で決まり公 共財の供給水準もその条件を満たしている。 つまり， ス ピ

ルオーバー効果が存在しない状況の下では地方分権による資源配分はパレ ー ト最適であり， 中央政府

が介入する必要がないことになる。 図 2 はス ピ ルオーバー効果が存在するときの （α＝ /3 = 0.5）， 人口移

動を考慮してない分権的経済における 2 地域の効用水準を表している。 図 の縦軸と横軸はそれぞれ各

、、‘，，，n，b
 
n，fu
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 ．．
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図 1 ： α＝ β＝ 0.5の と き の最適 な人 口配分
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図 2 ： α＝ β ＝ 0.5の と き の分権 的 経済
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地域の効用水準と人口規模を示している。

最後に， 人口移動を考慮した分権経済の場合の最大化条件は，

n1(p - g1 一 αgz） ＋ βnz(p - f3g1 ー の） ・ ！
－

空l十て1
= l, r － ，ι2 ...CZ 

幻z(p - f3g1 ー の） ＋ 仰1(p - g1 － αgz） ・ r - nz - xz = l, γ － n1 - x1 ’ 

xi ＝ γ ＿.!J:l_ _ _fh_ 
i I 2 n1 ’ 

n2 c12 xz= r ーす－－；；；

叫羽，

A邸付

・円切，

州W

07，“

a
v’
U

0
31U

07，“
 

（

（

（

（

 である。 r - n1 - x1 ＝ γ － nz - xz が成り立つならば， ス ピ ルオーバー効果の存在に関係なくパレ ー ト最

適な資源配分が達成される。 実際， もし両地域が対称的であれば， この条件が満たされているという

結果が得られた。 すなわち， α＝ /3 ニ O あるいは α＝ β ＝ 0.5 のときは公 共財の供給水準や均衡での効用

水準が最適な資源配分の場合の結果と一致する。 しかし， α と 3 が異なるときにはむしろ人口移動を

考慮してない場合とほとんど同 じになるという結果が得られた。 表 1 は以上の結果をまとめたもので

ある。ここでは， ス ピ ルオーバー効果が存在しないとき （ α＝ β＝0） と存在するときの （α＝ /3 = 0.5） 分析

を行った。

α， β がゼ ロ のときはそれぞれのケ ー スにおける結果が一致している。 すなわち， 公 共財に外部性がな

いときには， 分権的経済はパレ ー ト最適で、ある。 表 1 を見ると， 人口配分や効用水準が同 じ値を示し

ている。 α， β が0 . 5のときは両地域が対称的であるため人口配分の値は同 じく 5 である。 しかし， 公

共財の供給水準と効用水準は， 人口移動を考慮した場合には最適になるが考慮、していないときは最適

なときより小さくなっている。 また， 両地域におけるス ピ ルオーバー効果の程度が異なるときは（α＝

0ん β＝0.4）， 最適な場合の人口配分は約4.9965であるが， 分権的経済の場合にはその均衡値がそれぞ

れ約6 .1505と5 . 6989で定まった。 地域 2 から地域 1への公 共財のス ピ ルオーバー効果が大きいとき分

α＝O β＝0 α＝0.5 β＝0.5 α＝0. 6 β＝0.4 

(A) ( B )  ( C )  (A) ( B )  ( C )  (A) ( B )  ( C )  

n1 5 5 5 5 5 5 4 .9965 6. 1505 5 .6989 
X1 5 .5 4  5 .5 4  5 . 5 4  6. 1 844 6. 1933 6. 1 844 6 .205 7 6.0704 6 . 1 374 
X2 5 . 5 4  5 .5 4  5 .5 4  6. 1 844 6 . 1933 6. 1 844 6 . 1988 6 .09 1 6 .06 83 
g1 9 .8 9.8 9.8 6.5 778 6 .5 333 6.5 778 5 . 1 383 5 .25 43 5 . 775 5 
g2 9.8 9.8 9.8 6.5 778 6 .5 333 6.5 778 7 .8395 7. 6 385 7.6 6 1  
U1 5 5 .5 2  5 5 .5 2  5 5 .5 2  5 6. 1 75 6  5 6. 1 733 5 6 . 1 75 6  5 6. 1932 5 6.05 72 5 6.06 79 
U2 5 5 . 5 2 5 5 .5 2  5 5 .5 2  5 6 . 1 75 6  5 6. 1 733 5 6 . 1 75 6  5 6 . 1932 5 6 .05 72 5 6.06 79 

( A） ： 最適な 資源配分の 場合
( B） ： 分権的経済（人口移動を 考慮していない 場合）
( C） ： 分権的経済（人口移動を 考慮した 場合）
表 1 ： α， βの 変化による 解

4 伊多波良雄（1995 ） を 参照
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権経済の方が最適な場合より人口移動の程度が大きくなっている。 つ ま り， 分権的経済 がパレ ー ト最

適条件の 1つである最適人口配分条件を満たすためには各地域が対称的であることが必要である。 非

対称的経済における住民はあくまでも効用水準に注目 して移動したとき発生する労働の純社会的限界

生産物には注意を払わないので最適な人口配分条件を満たしている保証はないのである4
0 実際， 効用

均等化条件による均衡人口水準はそれぞれ6 .1505と5 .6989であるが， 最適な人口配分条件を満たす人

口水準は約4. 65と 5 である。 これは， 効用均等化条件によって定まる人口水準の下では地域 2 の労働

純社会的生産物が高いことを意味する。すなわち， f2n2 - x2 >ft - xi である。人口移動を考慮した場合

の分権的経済の下では， ω， ωから分かるように公 共財の供給が地域 1では過少となり， 地域 2 では

過剰となっている。

5 おわ り に

本稿では， 外部性（ ス ピ ルオーバー効果） を持つ地方公 共財を中央政府の規制がない状況で地方政

府が供給する場合， その均衡状態で成立する条件をパレ ー ト最適な資源配分の条件と比較することを

試みたのである。 Oates (1972） 等は， 地方公 共財に外部性が存在する場合には中央政府による ピ グー

補助金によってパレ ー ト最適な条件を達成させるべきであると主張している。 しかしながら， これは

両地域間で人口移動が起こらないことを前提にしている。 一方， Myers (1990) ,  Wellisch (1993） 等

は地域間の所得移転に対して地方政府が課税政策を採用することができるならば， 地域間の競争に

よって決定される地方公 共財の供給水準はパレ ー ト最適で、あることを示している。 Oates (1972） とは

異なってMyers (1990）等は地方政府が地域内に公 共財を供給するときには必ずそれが人口移動をもた

らすという事実を考慮すると自分の地域内の住民の厚生を最大化することによって外部性を中央政府

に介入がなくても内部化できると議 論している。 本稿では， 地方政府が地域間の所得移転に規制を課

さないときにもMyers (1990）等の議論が成立す る か否かを分析してみた。 その結果， もし他地域に与

えるス ピ ルオーバーの規模が互いに等しければ， すなわち， 外部性が存在する場合にもそうでない場

合にも両地域が対称的であれば， 人口移動を考慮したときの地方政府による分権的経済はパレ ー ト最

適であるという結果が得られた。 しかしながら， 外部性の規模が地域間で異なるときには彼らの主張

は成り立たない。 人口移動を考慮してもしなくてもパレ ー ト最適にはならないのである。

本稿では， 分析を簡単にするために経済全体の住民が同等の量の土地を所有しており， その地代収

入には課税しないと仮定している。 また， 両地域の生産関数が等しいという対称的な地域を想定して

分析を行った。 しかし， 現実には各地域が必ずしも対称的であるとはい えない。 そして， 地代に対す

る課税 ， すなわち固定資産税が住民に課されることも考えられる。 これらの点に関しては今後の課題

とする。
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